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１.施策の体系 
 

区民等から寄せられた福祉課題に関する意見を踏まえ、江東区地域福祉計画策定会議

での検討を中心に、施策体系を整理しました。本計画では、以下の施策体系に沿って取組を

進めます。 

 
  基本理念  基本方針 

   

一人ひとりの尊厳が守られ、 

地域でともに支えあい、 
誰もが笑顔で安全に暮らせるまち 
 
『一人ひとりの尊厳が守られ』は、多様な価

値観をお互いに認めあい、一人ひとりの権利が

大切にされる地域社会を表します。 

『地域でともに支えあい』は、制度や分野の

垣根を取り払い、「支え手」「受け手」という関係

を超えて、どんな時も寄り添い、助けあう活動

が広がる地域社会を表します。 

『誰もが笑顔で安全に暮らせるまち』は、区

民、地域、団体、企業等のつながりの下で誰も

が安全に安心して自分らしく生き、すべての老

若男女に自然と笑顔があふれる地域社会を表

します。 

 
Ⅰ ３つのつながりをつくる 

江東区長期計画において、区は、生活上の困難を抱え

るあらゆる方を包括的に支援する体制を構築するため、

「地域、行政、地域と行政」のそれぞれのつながりづくりに

努めることとしています。 

地域の助けあいや見守り等、区民同士の日ごろの多様

なつながり（地域のつながり）、所管分野を超えた行政内

部のつながり（行政のつながり）、地域と行政との連携・協

働（地域と行政のつながり）の「3つのつながり」をつくり、

包括的な支援体制の構築に向けた取組を進めます。 

 

 

 

 

 

  

 
Ⅱ 誰もが大切にされる社会をつくる 

少子高齢化・核家族化の進行、感染症の流行、頻発す

る自然災害、外国人住民の増加、人生100年時代の到来

等、私たちの暮らしを取り巻く状況が大きく変化する中

で、多様性を認め、区民の生命と暮らしを守る社会の形成

に向けて、一人ひとりの尊厳を守り、本人の希望に応じた

社会参加ができる環境整備を進めます。 

 

 

 

 

 

  

 
Ⅲ 地域福祉の基盤をつくる 

地域福祉の向上に資する様々な取組を進めるうえで共

通して必要となる基盤として、誰にでもわかりやすい情報

の発信、福祉人材の確保・育成、福祉サービスの質の向

上、共生社会への意識啓発等の取組を進めます。 
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＜参考＞江東区長期計画の代表指標 

指標名 指標の説明 
現状値 

（元 年 度 ） 

目標値 

（6 年 度 ） 

身近に生活の相談をす

ることができる人がい

る区民の割合 

区民アンケートで、「日々の暮らしの中で、悩みや困り事

などを、生活の相談をすることができる相手が身近に

いますか？」の問いに対し、「いる」と答えた区民の割合 

76.4％ 85％ 

 
 

  
施策 取組方針 

  

１ 地域のつながりをつくる 

1 - 1 気軽に集える場の創設 

1 - 2 地域ネットワークの構築 

1 - 3 身近な相談支援体制の充実 

２ 行政のつながりをつくる 

2 - 1 行政内部の連携強化 

2 - 2 組織横断的な相談支援体制の構築 

３ 地域と行政のつながりをつくる 3 - 1 区民や地域活動団体等との連携・協働の推進 
   

４ 人に優しいまちをつくる 4 - 1 まちのバリアフリー化の推進 

５ 一人ひとりの尊厳を守る 

5 - 1 意思決定支援の推進 

5 - 2 あらゆる暴力の防止 

5 - 3 自立支援の促進 

６ 災害時の福祉を向上させる 6 - 1 災害時要配慮者対策の推進 

７ 誰もが社会参加できる仕組みをつくる 7 - 1 誰もが活躍できる場づくり 
   

８ 情報の適切な活用を図る 

8 - 1 わかりやすい情報の発信 

8 - 2 関係者間での情報の共有 

8 - 3 福祉分野における ICT 等の活用 

９ 福祉の質を向上させる 

9 - 1 福祉人材の確保・育成 

9 - 2 サービスの質の向上 

9 - 3 積極的な支援の実施 

10 啓発活動を推進する 10-１ 共生社会への意識向上 

〈表の見方〉 

基本理念は、地域福祉に関する基本的な考え、江東区で実現すべき地域福祉の将来像を表し、基本

方針は基本理念の実現に向けて計画期間に進める施策の方向性を表しています。また、基本理念・基本

方針に基づき、各取組を推進するための具体的指針として、10の施策と19の取組方針を定めました。 
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２.計画の推進体制と進行管理 
 

有識者、福祉関係者、公募区民等を委員とする「江東区地域福祉計画推進会議」を設置し、

地域福祉計画を推進します。学識経験者をはじめ、地域に暮らす区民や、高齢・障害・こど

も・生活困窮等の福祉分野の関係団体等と区が対話を通じて評価を行い、評価の結果を可

能な限り次年度以降の取組に反映させることで、PDCAサイクル※1を適切に運用し、基本理

念の実現を目指します。 

 

１  計画の推進体制 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２  計画の進行管理 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
※1 PDCA サイクル…【プラン（P）計画】→【ドゥ（D）実行】→【チェック（C）評価】→【アクション（A）改善】を繰り返すこ

とによって、取組の継続改善を図ること。 

  地域福祉計画の策定 

  各課の事業計画 

  事業の執行 

  協働の推進 

 

 

 

  各取組の評価 

  進捗確認 

 

 

  次期予算への反映 

  新規事業の検討 

  事業改善の検討 

江東区地域福祉計画推進会議 

  学識経験者 

  区民 

  福祉の様々な分野の関係者等 

江東区 

（庁内の分野横断的な検討） 

対話・連携 

PDCA サイクルの運用 

Plan 
(計画) 

Do 
(実行) 

Action 
(改善) 

Check 
(評価) 
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３.取組状況の見方 

 

基本方針Ⅰ ３つのつながりをつくる 

 
 
 

包括的な支援体制の構築に向け、「地域のつながり」、「行政のつながり」、「地域と行

政のつながり」の「3つのつながり」をつくります。 

 

施策１ 地域のつながりをつくる 

地域に対する区民意識の変化等により地域コミュニティの希薄化が進む中、区民に最も

身近な地域のつながりの再生に向けて、地域住民同士が気軽に集える場の創設、地域ネット

ワークの構築、区民や団体が様々な課題に主体的に関わる体制の充実を図ります。 

 

課題 

・身近な地域での集いの場やそうした場に関する情報の不足が課題となっています。 

・転出入者の増加や価値観の多様化等によるコミュニティの希薄化、町会・自治会等地

縁団体の高齢化・担い手不足が問題となっています。 

・身近な地域での相談窓口の充実が求められています。 

 

取組方針１－１ 気軽に集える場の創設 

  多世代が交流できる場、地域の高齢者・障害者・こども等の居場所や気軽に集まれる場を

拡充します。 

〈例；青少年の居場所づくり、老人クラブ※1の活動充実、サロン・多機能型地域福祉活動拠

点等の充実、こども食堂への支援充実〉 

  利用者の心身の状態に応じた活動の場、居場所となるよう高齢者福祉施設を運営します。 

〈例；福祉会館・ふれあいセンター・グランチャ東雲※2の運営〉 

  介護者や子育て中の保護者等の支援当事者同士が集える場を拡充します。 

〈例；認知症家族交流会等の充実、子育てひろばの充実、サロン等の充実〉 

 

 
※1 老人クラブ…生きがいと健康づくり、地域の社会活動を通じ、明るい長寿社会づくり、保健福祉の向上に努めるこ

とを目的として、60 歳以上の地域の人たちによって自主的につくられた団体。 

地域見守り活動である友愛訪問、清掃等のボランティア、手芸や旅行等の趣味の活動、ラジオ体操・輪投げ等の健

康づくり、その他、防火・防犯運動への協力等の地域社会活動を行っている。 

※2 グランチャ東雲…江東区東雲にある児童・高齢者総合施設。高齢者の生きがい・健康づくり、介護予防の促進、こ

どもの健やかな成長を担う施設として、高齢者とこども、保護者を含め、世代を超えた交流ができる施設。 

Ⅰ 
基本
方針 ３つのつながりをつくる 

各取組方針の取組例ごとに 

実績・取組状況を評価 

参考 
（計画 P37～） 



４.取組状況

基本方針Ⅰ　３つのつながりをつくる

施策1　地域のつながりをつくる

取組方針1-1　気軽に集える場の創設

①多世代が交流できる場、地域の高齢者・障害者・こども等の居場所や気軽に集まれる場を拡充します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1
青少年の

居場所づくり

青少年交流
プラザ管理
運営事業

部屋の貸出業務を通じた青
少年団体への支援や、中・
高校生の居場所作り、若者
の自立・社会参加支援、青
少年ボランティアの養成な
どを実施します。

施設
利用者数
（人）

青少年課

2
老人クラブの

活動充実
老人クラブ
支援事業

老人クラブ及び老人クラブ
連合会の運営費助成や老人
クラブ会員向けの各種事業
を実施します。

運営助成
クラブ数
（ｸﾗﾌﾞ）

長寿
応援課

3 サロンの充実
ふれあい
いきいき

サロン事業

高齢者や障害者、子育て中
の親子などを囲む地域住民
がつくる交流の場としての
サロン活動に対し、活動費
を助成します。

サロン数
（ｻﾛﾝ）

社会福祉
協議会

4

多機能型
地域福祉

活動拠点の
充実

地域福祉活動
支援事業

（多機能型
地域福祉

活動拠点）

地域が主体となって、あら
ゆる世代が交流し、地域の
課題解決に取り組む居場所
活動を支援します。

拠点数
（件）

社会福祉
協議会

5
こども食堂へ
の支援充実

こども食堂
支援事業

こどもや保護者を対象に無
償又は低額で食事の提供を
実施するこども食堂（団
体・個人）に対し、運営費
の一部を補助します。

区補助金
申請

食堂数
（件）

こども家
庭支援課
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②利用者の心身の状態に応じた活動の場、居場所となるよう高齢者福祉施設を運営します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1
福祉会館の

運営
福祉会館

管理運営事業

福祉会館において、高齢者
や障害者の憩いの場・情報
及び生きがいづくり・仲間
づくり・健康づくり・地域
交流を目的として事業を行
います。

延
利用者数
（人）

長寿
応援課

2
ふれあい

センターの
運営

老人福祉
センター管理

運営事業
（ふれあいセ

ンター）

地域の高齢者に対して、各
種相談、健康の維持増進、
教養の向上及びレクリエー
ションのための便宜を総合
的に供与し、健康で明るい
生活を営める機会を提供し
ます。

延
利用者数
（人）

長寿
応援課

3
グランチャ
東雲の運営

児童・高齢者
総合施設

管理運営事業
(グランチャ

東雲 )

高齢者に生きがいや健康づ
くりの場を提供すること
で、活動の場が広がり、地
域における身近な介護予防
ができる場所として機能す
るとともに、世代を超えた
交流の機会を提供します。

延
利用者数
（人）

長寿
応援課

③介護者や子育て中の保護者等の支援当事者同士が集える場を拡充します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1
認知症家族
交流会等の

充実

認知症高齢者
支援事業

（認知症家族
交流会）

認知症の方を介護する家族
等の不安や介護負担を軽減
するため、家族同士の交流
会を実施します。

実施回数
（回）

地域ケア
推進課

2
子育てひろば

の充実

地域子育て
支援拠点事業
（子育てひろ

ば）

子育て中の保護者・就学前
児童を対象に、子ども家庭
支援センター、児童館、私
立保育所で、親と子が一緒
にのびのび過ごせる場を提
供します。

利用者数
（人）

こども家
庭支援課

3
サロン等の

充実

1-1①№3再掲
ふれあい
いきいき

サロン事業

高齢者や障害者、子育て中
の親子などを囲む地域住民
がつくる交流の場としての
サロン活動に対し、活動費
を助成します。

サロン数
（ｻﾛﾝ）

社会福祉
協議会
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取組方針1-2　地域ネットワークの構築

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1
町会・自治会
活動への支援

町会自治会
活動事業

町会・自治会の運営と活動
を支援します。

町会・
自治会
加入率
（％）

地域
振興課

2
青少年対策
地区委員会

活動への支援

青少年対策
地区委員会
活動事業

青少年の健全育成及び青少
年の指導・矯正等のため、
区内9ヶ所に青少年対策地
区委員会を設置し、その活
動を支援します。

実施
事業数
（件）

青少年課

3
商店街への

支援
商店街活性化
総合支援事業

商店街を単なる買物の場か
ら、消費者のふれあいの場
や憩いの場など、コミュニ
ティの核として機能させる
ため、商店会が自発的に取
組む事業に対し、経費を補
助します。

補助件数
（件）

経済課

4
コミュニティ

活動情報
の発信

コミュニティ
活動情報
発信事業

（ことこみゅ
ネット）

市民活動団体等による自ら
の情報発信と区民の地域活
動への参加機会を支援する
江東区コミュニティ活動支
援サイト「ことこみゅネッ
ト」を運営します。

登録
団体数

（団体）

地域
振興課

②趣味・スポーツ等のサークル活動等のつながりづくりを推進します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1
生涯学習団体
の登録・情報

提供

生涯学習情報
提供事業

区民の文化、学習、スポー
ツなどの学習活動の支援
や、学習の成果を活かすこ
とを目的に区内を中心に活
動している団体の情報を提
供し、区民の学習活動の促
進を図っています。

登録件数
（件）

文化
観光課

2
自主グループ

支援
社会教育関係
団体登録事業

区内で自主的に社会教育活
動を実施している団体に登
録制度を通して育成と活動
を支援しています。

登録件数
（団体）

文化
観光課

①これまで地域のつながりに大きな役割を担ってきた町会・自治会、青少年対策地区委員会、商店街等の各団体への支
援により活動の活性化を図るとともに、団体間のネットワークづくりを推進します。
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③社会福祉法人による地域のつながりづくりの支援を推進します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1

社会福祉法人
による地域に
おける公益的
な取組の推進

江東区内
社会福祉法人
ネットワーク
地域公益活動

江東区内の社会福祉法人と
連携し、江東区内社会福祉
法人ネットワーク等によ
り、地域における公益的な
取り組みを推進します。

推進状況
社会福祉
協議会

取組方針1-3　身近な相談支援体制の充実

①高齢者、障害者、こども、保健等の地域に身近な相談窓口等の充実を図ります。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1
長寿サポート
センターの体

制充実

地域包括支援
センター運営

事業

介護予防を含めた高齢者の
生活全体を地域において包
括的・継続的に支えるため
の中核的機関として長寿サ
ポートセンターを運営しま
す。

延
総合相談

件数
（件）

地域ケア
推進課

2
子ども家庭

支援センター
の体制充実

子ども家庭
支援センター
管理運営事業

子育てひろばや子育て相
談、育児に関する情報や学
習機会の提供など、子育て
支援の拠点施設として子ど
も家庭支援センターを運営
します。

子育て
相談者数
（人）

こども家
庭支援課

3
保健相談所の

体制充実
母子保健事業

他

身近な場所で、区民の方が
母子・精神・難病・栄養・
歯科衛生に関する保健相談
や健康診査等が受けられる
よう、保健相談所を運営し
ます。

健康相談
等延人数
（人）

保健
相談所

4
民生児童委員
等の体制充実

民生・児童
委員活動事業

社会福祉関係において問題
をかかえている人の相談・
支援・助言や関係行政機関
との連携にあたる民生児童
委員の活動を支援します。

相談・
支援件数
（件）

福祉課

5
基幹的な相談
体制の整備

基幹相談支援
センターの

整備

基幹相談支援センターを通
じ、相談支援の質の向上
や、地域の事業者・関係機
関との連携をさらに深め、
ケアマネジメント体制の強
化を図ります。

検討状況
障害者
施策課
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②区立施設等を活用し、地域団体等の相談や活動の拠点化を図ります。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1
福祉会館等を
活用した活動
拠点の確保

福祉会館管理
運営事業

来館者の居場所を提供する
だけでなく、地域住民の活
動の拠点とすることで、地
域共生社会へつなげる、次
の役割を担うものとしま
す。

施設
貸出件数
（件）

長寿
応援課

2
社協カフェ等

の充実

地域福祉活動
拠点整備事業

（社協カ
フェ）

社協の活動拠点として社協
カフェを開催し、地域情報
の収集、地域課題の発見、
福祉相談等に取り組み、地
域ボランティアと協力し、
住民同士がつながる場とし
ても充実を図ります。

開催回数
（回）

社会福祉
協議会

③社会福祉協議会の地域拠点の機能を整備し、地域に身近な相談体制を整備します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1
社会福祉協議
会支所の整備

高齢者総合
福祉センター
管理運営事業
（社協支所の

整備）

地域に身近な相談体制を構
築するため、社会福祉協議
会の地域拠点となる支所の
整備を検討します。

検討状況
社会福祉
協議会

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1
地域福祉コー
ディネーター

の拡充

地域福祉コー
ディネーター
の配置・運営

地域に潜在している福祉課
題を発見し、必要な支援に
つなげるとともに、地域住
民や関係機関との連携を図
り、課題解決に向けた地域
の仕組みづくりに取り組み
ます。

相談・
活動実績
（件）

社会福祉
協議会

④社会福祉協議会の地域福祉コーディネーターを中心に、家族や友人、地域住民、ボランティア等が行う民間の支援活
動を推進します。
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⑤高齢者や障害者、子育て家庭等に対する地域の見守り活動の充実を推進します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1
高齢者の地域
見守り支援

高齢者地域見
守り支援事業

ひとり暮らし高齢者等の社
会的孤立や孤独死を防ぐた
め、地域主体による高齢者
の見守り体制の構築を支援
します。

サポート
地域数

（地域）

長寿
応援課

声かけ
訪問事業

一声かけながら乳酸菌飲料
を配達し、安否確認や孤独
感の緩和を図ります。

利用者数
（人）

長寿
応援課

電話訪問事業
電話訪問員が週に1回電話
で訪問し、安否確認や孤独
感の緩和を図ります。

利用者数
（人）

長寿
応援課

高齢者救急
通報システム

設置事業

設置数
（件）

長寿
応援課

身体障害者
救急通報シス
テム設置事業

設置数
（件）

障害者
支援課

2
声かけ・電話

訪問

3
救急通報

システムの
設置

急病等の緊急時に対応する
ため、警備会社に通報でき
る機器を自宅に設置しま
す。
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⑥民間企業との連携により、支援を必要とする方を早期に発見し対応できる仕組みを充実します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

締結数
（件）

長寿
応援課

締結数
（件）

保護
第一・二

課

2
その他連携策

の検討

その他
民間企業との

協定締結

高齢者等が住み慣れた地域
で安心して暮らし続けられ
る地域社会の実現を目指
し、民間企業等が見守り等
を行うことにより地域住民
の福祉向上を図ります。

締結数
（件）

長寿
応援課

1
ライフライン
事業者との協

定締結

ライフライン
事業者との協

定締結

事業者が日々の業務で気付
く高齢者や生活困窮者等の
支援が必要と思われる区民
の情報を区が提供を受ける
ことで適切な支援等に結び
つけます。

11



基本方針Ⅰ　３つのつながりをつくる

施策2　行政のつながりをつくる

取組方針2-1　行政内部の連携強化

①地域福祉を推進するため、行政内部の分野横断的な連携を一層推進し、支援関係者同士の関係構築を推進します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1
分野をまたぐ
連携の推進策

の検討

行政内部の
分野横断的な

連携

複合・複雑化した福祉的課
題に対して、庁内の関係す
る部署が連携し、課題の解
決を図るため、庁内福祉連
絡会議を設置して支援関係
者同士の関係を構築しま
す。

検討状況 福祉課

取組方針2-2　組織横断的な相談支援体制の構築

①制度の狭間にある問題を抱える方や複合的な課題を抱える方に対し、包括的な相談支援を実施する体制を構築します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1
包括的な

支援体制の
検討

包括的な
支援体制

福祉制度の狭間にある問題
を抱える方や、複合的な課
題を抱える方など、困りご
とを抱える方が必要な支援
を一体的に受けられるよう
包括的な支援体制の構築を
検討します。

検討状況 福祉課

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1

長寿サポート
センター・子
ども家庭支援
センター・保
健相談所・学
校・民生児童
委員、社会福
祉協議会等と
区の各窓口と
の連携強化

区と地域の
相談窓口の
連携強化

地域にある相談窓口と緊密
に連携することで、区全体
として包括的な相談支援体
制を構築します。

取組状況

地域ケア
推進課

こども家
庭支援課
各保健相

談所
教育支援

課
★福祉課
社会福祉
協議会

2
国・都等の
機関との
連携強化

区と国・都等
との連携強化

国や都等と緊密に連携する
ことで、区全体として包括
的な相談支援体制を構築し
ます。

取組状況 関係各課

②長寿サポートセンターや子ども家庭支援センター、保健相談所等の地域に身近にある相談窓口や国・都、社会福祉協
議会等の関係機関と区役所の相談窓口が緊密に連携することで、区全体として包括的な相談支援体制を構築します。
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基本方針Ⅰ　３つのつながりをつくる

施策3　地域と行政のつながりをつくる

取組方針3-1　区民や地域活動団体等との連携・協働の推進

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1
地域福祉活動
の立上げ支援

地域福祉活動
支援事業

地域住民が主体的に行う地
域福祉活動の立上げ支援や
運営の支援を行います。

支援実績
（件）

社会福祉
協議会

2
地域活動団体
のネットワー

ク化

地域福祉活動
支援事業

地域福祉活動の普及や活動
団体のネットワーク化な
ど、地域の助け合い体制の
強化に取り組みます。

支援実績
（件）

社会福祉
協議会

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1
協働のあり方

の検討

コミュニティ
活動支援事業
（江東区区民
協働推進会

議）

江東区協働事業提案制度の
審査、評価に関すること
や、協働を推進するための
施策に関することなどを検
討します。

検討状況
地域

振興課

③協働のあり方の検討に基づき中間支援組織を設置します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1
中間支援組織

の設置

コミュニティ
活動支援事業
（江東区区民
協働推進会

議）

市民活動団体の活動を支援
する中間支援組織の設置に
ついて検討します。

検討状況
地域

振興課

①区民等が地域で活動しやすくなるように、地域の助けあい活動に関する情報（ノウハウ）提供や場の確保等の支援を
推進します。

②区民やNPO、地域活動団体等との協働がより活性化するように、庁内や関係者も交えて協働のあり方について検討を
進めます。
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№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1
地域福祉計画
推進会議の

設置

地域福祉計画
進行管理事業
（地域福祉計
画推進会議）

学識経験者をはじめ、地域
に暮らす区民や、高齢・障
害・こども・生活困窮等の
福祉分野の関係団体等と区
が対話を通じて評価を行
い、地域福祉計画の基本理
念の実現を目指します。

開催回数
（回）

福祉課

2
地域ケア会議

の充実
地域ケア会議

推進事業

区民、医療・福祉・介護の
専門職等をメンバーとする
地域ケア会議を開催し、地
域課題の検討及びより一層
の多職種ネットワーク構築
を目指します。

開催回数
（回）

地域ケア
推進課

④地域福祉計画の推進にあたり、地域住民と区の密接なコミュニケーションを大切にするため、区と区民等が意見交換
できる場や機会を設けます。
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基本方針Ⅱ　誰もが大切にされる社会をつくる

施策4　人に優しいまちをつくる

取組方針4-1　まちのバリアフリー化の推進

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1
各施設の

整備・改修

各施設の
整備・改修

状況

公共施設等の改修・改築の
機会を捉え、ユニバーサル
デザイン化を推進します。

取組状況

★企画課
営繕課

学校施設
課

2
ユニバーサル

デザイン
整備促進

ユニバーサル
デザイン

整備促進事業

年齢や性別・能力の違いを
越えて、多くの人が使いや
すく安全なまちとなるよ
う、東京都福祉のまちづく
り条例に基づき、届出され
た建築物などへの審査・指
導及び既存の店舗等をバリ
アフリー改修する際の工事
費の一部を助成します。

届出・
審査件数
（件）

まちづく
り推進課

3
公園の

整備・改修

公園改修事業
児童遊園改修

事業

区立公園等を改修する際
に、東京都福祉のまちづく
り条例に基づいたバリアフ
リー化を推進します。

改修
箇所数

（箇所）

河川
公園課

4
だれでも

トイレの整備

だれでも
トイレ整備

事業

老朽化が進んだ公衆便所を
障害者、高齢者、妊婦、乳
幼児を連れている保護者等
が利用しやすい「だれでも
トイレ」として整備しま
す。

整備
箇所数

（箇所）

河川
公園課

②外国語表記の看板の設置等により、外国人住民にとって生活しやすいまちづくりを推進します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1
公共サインの

多言語化
公共サイン

維持管理事業

江東区をわかりやすく、親
しみやすい町とするための
公共サインの維持管理を行
います。

設置箇所
（件）

地域
振興課

①区役所やその他公共施設等の既存建物・設備のバリアフリー化を促進します。また、高齢者や障害者、こども、妊産
婦等にとっても使いやすい施設の整備を推進します。
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③道路や駅等の各インフラ設備について、民間事業者等との連携も図りつつ、バリアフリー化を促進します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1
道路の

整備・改修
道路改修事業

道路改修時に、歩道をセミ
フラット型にすることで、
バリアフリー化を進めま
す。

整備延長
（ｍ）

道路課

2
ユニバーサル

デザイン
整備促進

4-1①№2再掲
ユニバーサル

デザイン
整備促進事業

年齢や性別・能力の違いを
越えて、多くの人が使いや
すく安全なまちとなるよ
う、東京都福祉のまちづく
り条例に基づき、届出され
た建築物などへの審査・指
導及び既存の店舗等をバリ
アフリー改修する際の工事
費の一部を助成します。

届出・
審査件数
（件）

まちづく
り推進課

3
鉄道駅バリア
フリー化への

助成

鉄道駅総合
バリアフリー

推進事業

高齢者・障害者等の移動等
の円滑化を促進し、人にや
さしいまちづくりの推進を
図るため、鉄道事業者が区
内鉄道駅において実施する
バリアフリー推進事業に係
る経費の一部を助成しま
す。

助成件数
（件）

交通
対策課

④移動に困難を抱える高齢者や障害者等の、日常生活における移動を支援します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

65歳以上で車いす、寝台の
まま乗降できるリフト付福
祉タクシーを普通車タク
シー並みの料金で利用でき
るよう助成を行います。

延
利用人数
（人）

介護
保険課

一般の交通手段を利用する
ことが困難な重度障害者等
のため、車いすやストレッ
チャーに乗りながら乗降で
きるリフト付タクシーを運
行します。

延
利用人数
（人）

障害者
支援課

2
コミュニティ
バスの運行

江東区コミュ
ニティバス
運行事業

区内南部地域における交通
不便地域の解消を図り、高
齢者等のいわゆる交通弱者
の交通手段を確保するた
め、コミュニティバス「し
おかぜ」を運行します。

乗客数
（人）

交通
対策課

1
福祉タクシー

の運行

リフト付福祉
タクシー
運行事業
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基本方針Ⅱ　誰もが大切にされる社会をつくる

施策5　一人ひとりの尊厳を守る

取組方針5-1　意思決定支援の推進

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1
地域連携

ネットワーク
の検討

権利擁護
推進事業

（成年後見制
度利用促進協

議会）

成年後見制度の利用促進を
含む権利擁護支援の充実を
図るため、地域住民と区内
の関係機関、医療、福祉、
司法等の分野を超えた多職
種が有機的に連携する地域
連携ネットワークの整備を
検討します。

検討状況
地域ケア
推進課

2
あんしん江東
の体制充実

権利擁護
推進事業

（権利擁護セ
ンター「あん
しん江東」）

権利擁護センター「あんし
ん江東」の体制を強化し、
成年後見制度や日常生活自
立支援事業の利用促進を図
ることで、地域の総合的な
権利擁護支援体制の充実に
努めます。

相談件数
（件）

地域ケア
推進課

②成年後見制度等の周知を図り、区民の権利擁護への理解及び参加を促進します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1

成年後見制度
利用促進計画

に基づく
周知啓発

権利擁護
推進事業

（成年後見制
度講演会・講

習会）

成年後見制度の周知・啓発
を行い、正確な知識の普及
を図ることにより、区民の
権利擁護への理解を促進し
ます。

参加者数
（人）

地域ケア
推進課

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1
ACPの普及啓

発

アドバンス・
ケア・

プランニング
（ACP）の

周知、理解の
促進に向けた

取組

最期まで自分らしく暮らす
ために、希望する医療や介
護をどのように受けたい
か、家族や医療・介護の担
当者とあらかじめ話し合
い、共有するACPを普及啓
発します。

取組状況
健康

推進課

①成年後見制度の利用の促進に関する法律に基づき、成年後見制度の一層の活用に向け権利擁護体制の拡充を図るとと
もに、成年後見人や利用者等を地域で支えるための仕組みをつくります。

③人生の最終段階の医療・ケアについて、本人が前もって家族等や医療・ケアチームと事前に繰り返し話しあう「アド
バンス・ケア・プランニング（ACP）」等の成年後見以外の自己決定支援について、普及啓発を行います。
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取組方針5-2　あらゆる暴力の防止

①虐待・DV防止のため、庁内及び関係機関の連携を強化するとともに、支援策の充実を図ります。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

DVの防止や
自立に向けた

支援

DV被害者の相談から自立ま
で⼀貫した支援ができるよ

うに配偶者暴力相談支援セ
ンターを中心に被害者支援
をさらに推進します。

取組状況
男女共同
参画推進
センター

取組状況
地域ケア
推進課

取組状況
障害者
支援課

取組状況
こども家
庭支援課

2
母子緊急
一時保護

母子緊急
一時保護事業

緊急に保護を必要とする母
子等を自立更生の措置が講
じられるまでの間、指定施
設に入所させ、必要な保
護、相談、指導等の応急措
置を行います。

利用件数
（件）

保護
第一・二

課

1

虐待・DVの
防止や家庭等
への支援の

取組

虐待の防止や
家庭等への
支援の取組

高齢者・障害者・こどもに
対する虐待防止や虐待をし
てしまう人を支援するた
め、関係機関との連携を強
化し、支援の充実を図りま
す。
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②虐待・DV等の通告（通報）先・相談先の周知を推進します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

DV被害者が問題を抱え込ま
ないように、相談窓口を充
実するとともに周知を推進
します。

相談件数
（件）

男女共同
参画推進
センター

相談件数
（件）

地域ケア
推進課

相談件数
（件）

障害者
支援課

相談件数
（件）

こども家
庭支援課

③先行事例等を参考にしながら児童相談所の整備に向けた具体的な検討を進めます。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1
児童相談所の

整備

江東区
児童相談所

移管推進会議

区立児童相談所の開設に向
けて、江東区児童相談所移
管推進会議を設置し、移管
に向けた課題や具体的な方
針等を検討します。

検討状況
こども家
庭支援課

1
通告（通報）
先や相談先の

周知

通告（通報）
先や相談先の

周知

虐待に対する迅速な連携や
対応を行うため、通告（通
報）先や相談先の周知を推
進します。
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取組方針5-3　自立支援の促進

①生活に困窮する区民等に対する自立に向けた支援の充実を図ります。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1
自立相談支援

の実施

生活困窮者
自立相談等
支援事業

生活保護には至らないが生
活に困窮している方からの
相談を受け、支援計画（プ
ラン）を策定し、自立に向
けた支援を行います。

新規
相談件数
（人）

保護
第一・二

課

2
学習支援の

実施

まなび
サポート事業
（学習支援）

生活保護受給世帯及び生活
困窮世帯の児童・生徒に対
し、貧困の連鎖を防止し、
将来自立した社会生活を営
むことができるよう、学習
を支援します。

延個別
支援件数
（件）

保護
第一・二

課

3
食料支援の

実施

食料支援
（フードドラ

イブ）

家庭で余っている食品を持
ち寄り、フードバンク団体
等を通じて、広く福祉団体
や施設などに提供すること
で、食品ロスの削減とこど
も食堂等への食料支援を行
います。

提供件数
（件）

★清掃リ
サイクル

課
こども家
庭支援課

②住宅確保要配慮者への支援の充実を図ります。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1
居住支援

協議会の運営

お部屋探し
サポート事業
（居住支援協
議会の運営）

住宅確保要配慮者が、民間
賃貸住宅へ円滑に入居でき
るよう、供給促進等につい
て協議し、福祉の向上と豊
かで住みやすい地域づくり
を目指します。

開催回数
（回）

住宅課

2
住居入居等

の支援

お部屋探し
サポート事業
（住宅の空き
室情報提供）

住宅に困窮する高齢者や障
害者等に対し、相談窓口を
設置して住宅の空き室情報
をご案内します。また、お
部屋探しサポートを利用し
て契約した方には契約金及
び家賃債務保証に係る保証
料の一部等を助成します。
（所得制限あり・生活保護
受給世帯対象外）

申請件数
（件）

住宅課
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③住居を借りる時や入院時の身元保証等のあり方を検討します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1
身元保証の

あり方の検討
身元保証の

あり方の検討

家族や身寄りのない方が、
住居を借りる時や病院に入
院する時の身元保証等のあ
り方を検討します。

検討状況 関係各課
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基本方針Ⅱ　誰もが大切にされる社会をつくる

施策6　災害時の福祉を向上させる

取組方針6-1　災害時要配慮者対策の推進

①災害協力隊の設立や活動の支援を推進します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1
自主防災組織
の育成・支援

民間防災組織
育成事業

「自分たちのまちは自分た
ちで守る」という共助の精
神に基づき地域住民が力を
合わせ、区、消防等の関係
機関と協力しながら地域の
安全を図ることを目的とし
た自主防災組織を「災害協
力隊」と命名し、その結成
と活動を支援しています。

設立数
（隊）

防災課

②地域における防災教育を充実します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1
防災訓練の

充実
危機管理
訓練事業

区民の防災意識の向上や防
災関係機関との協力体制の
確認を目的として、毎年首
都直下型地震を想定した総
合防災訓練を実施し、地域
防災力の向上を目指しま
す。

開催回数
（回）

防災課

③災害時要配慮者に対する災害時の避難行動等の支援の充実を図ります。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1
江東区避難
行動支援

プランの推進

避難行動
支援事業

避難行動要支援者への支援
を適切かつ円滑に実施する
ため、自助、共助を基本と
した情報伝達や避難支援等
の体制整備を図り、地域の
安心・安全体制を構築しま
す。

個別計画
作成済数
（人）

★防災課
福祉課

障害者施
策課

障害者支
援課

④災害時の福祉避難所等への災害時要配慮者の受入体制の充実を図ります。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1
災害時要配慮
者の受入体制

の検討

避難行動
支援事業

（避難行動支
援プラン検討

委員会）

自宅や避難所での生活が困
難で、介護などのサービス
を必要とする高齢者や障害
者等の災害時要配慮者を保
護するため、福祉避難所等
での受入体制を検討しま
す。

検討状況

防災課
★福祉課
長寿応援

課
障害者施

策課
障害者支

援課
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⑤区内の浸水想定区域内にある要配慮者利用施設の避難確保計画の作成を支援します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1
各事業所の

避難確保計画
作成支援

防災会議
運営事業

（避難確保
計画）

水害が発生する恐れがある
場合に、施設利用者の安全
な避難確保を図るために必
要な事項を定めた避難確保
計画の作成を支援します。

作成件数
（件）

防災課

⑥介護事業所等の福祉施設における災害時の業務継続計画（BCP）の作成を支援します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

支援状況 福祉課

支援状況
障害者
施策課

1
各事業所の
BCP作成支援

BCP作成支援

感染症や自然災害が発生し
た場合でも、介護サービス
を安定的・継続的に提供す
るため、介護施設・事業所
における業務継続計画
（BCP）の作成を支援しま
す。
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基本方針Ⅱ　誰もが大切にされる社会をつくる

施策7　誰もが社会参加できる仕組みをつくる

取組方針7-1　誰もが活躍できる場づくり

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1

こうとう若者
・女性しごと
センターに
おける就労
支援の充実

中小企業雇用
支援事業

区内中小企業の人材確保支
援を目的として、新卒者等
の若者及び再就職を希望す
る女性を中心にカウンセリ
ングやセミナー等を実施し
ます。

就職
決定数
（人）

経済課

2

シルバー
人材センター
における就労
支援の充実

シルバー
人材センター
管理運営費
補助事業

健康で働く意欲のある高齢
者のために、地域社会と連
携を保ちながら、その知
識、経験及び希望に沿った
就業機会を確保します。

就業者数
（人）

シルバー
人材セン

ター

3

障害者就労
・生活支援
センターに
おける就労
支援の充実

障害者就労
・生活支援
センター
運営事業

企業への就労支援、社会生
活を築くための定着・生活
支援を行います。

就職者数
（人）

障害者
支援課

4

ひきこもり等
により就労が
困難な若者の

就労支援

青少年
相談事業

（こうとう
ゆーすてっ

ぷ）

ひきこもりをはじめ、社会
生活に困難を抱える若者に
対し、社会生活を円滑に営
むことができるよう、自
立・社会参加に向けた就労
相談・支援を行います。

就職者数
（人）

青少年課

②共働きやひとり親世帯の社会参加を促進するため、子育てや保育環境を充実します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1 保育園の整備
私立保育所
整備事業

保育待機児童ゼロを継続す
るため、引き続き地域ごと
の保育需要に応じ、適切な
定員確保策を図ります。

保育待機
児童数
（人）

保育
計画課

①高齢者や障害者等で意欲はあるが就労に結びつかない人、ひきこもり等により就労が困難な人の就労支援を推進しま
す。
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③誰もが、その人の希望に応じた社会参加や地域で活躍できる環境づくりを推進します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1

ボランティア
や生涯学習・
地域活動等の
社会参加を促
進する仕組み

づくり

社会参加の
仕組みづくり

ボランティアや生涯学習・
地域活動等の社会参加を促
進する仕組みづくりを検討
します。

検討状況
関係各課
社会福祉
協議会
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基本方針Ⅲ　地域福祉の基盤をつくる

施策8　情報の適切な活用を図る

取組方針8-1　わかりやすい情報の発信

①対象者に応じ、よりわかりやすい情報発信を推進します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

区報発行事業

区の施策や各事業のお知ら
せなど広範囲にわたる記事
を掲載し、全戸配布すると
ともにユニバーサルデザイ
ンフォントの採用や写真、
イラストなどで分かりやす
い掲載に努め、点字版や声
の広報を制作し障害特性に
配慮した情報提供を行いま
す。

発行部数
（部）

広報
広聴課

ホームページ
運営事業

見やすく・分かりやすい
ホームページにすることは
もちろん、区の魅力が十分
に伝わる広報媒体を目指
し、デザインの工夫やス
マートフォン対応など様々
な取り組みを行います。

総ページ
アクセス

件数
（件）

広報
広聴課

2
SNS等を活用
した情報提供

ソーシャル
メディア
活用事業

区政情報やイベント情報、
区の魅力などを公式SNS
（フェイスブック、ツイッ
ター、LINE）で発信しま
す。

フォロ
ワー数

（Twitte
r）

広報
広聴課

3

地域の社会
資源情報を
掲載した

マップ等の
作成

地域の社会
資源マップ

地域の情報が簡単に入手で
きるよう、地域の社会資源
を掲載したマップの作成に
関する検討を行います。

検討状況 福祉課

1

区報・HP等
各種媒体を
活用した
情報発信
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②必要な時に簡単に区の情報が入手できる仕組みづくりを推進します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1
SNS等を活用
した情報提供

8-1①№2再掲
ソーシャル
メディア
活用事業

区政情報やイベント情報、
区の魅力などを公式SNS
（フェイスブック、ツイッ
ター、LINE）で発信しま
す。

フォロ
ワー数

（Twitte
r）

広報
広聴課

2
公共施設等で
の情報提供

区報発行事業

公共施設や鉄道駅にこうと
う区報を配架すること等に
より、身近な場所で区の情
報を入手できるようにしま
す。

配架
箇所数

（箇所）

広報
広聴課

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1
各情報媒体の
バリアフリー

化

8-1①№1再掲
区報発行事業

区の施策や各事業のお知ら
せなど広範囲にわたる記事
を掲載し、全戸配布すると
ともにユニバーサルデザイ
ンフォントの採用や写真、
イラストなどで分かりやす
い掲載に努め、点字版や声
の広報を制作し障害特性に
配慮した情報提供を行いま
す。

発行部数
（部）

広報
広聴課

2
多言語版

パンフレット
の作成・配布

多言語版
パンフレット

作成

区内に住む外国人に対し
て、わかりやすい情報提供
を行うため、区の発行する
パンフレットを多言語化し
ます。

作成状況 関係各課

取組方針8-2　関係者間での情報の共有

①支援を円滑に行うため、支援関係者間で要支援者情報を共有する仕組みをつくります。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1
情報共有の
仕組みや

あり方の検討

関係者間
による

情報共有

支援関係者が円滑な支援を
行うため、関係者間による
要支援者情報の共有に関す
る仕組みやあり方を検討し
ます。

検討状況 福祉課

③高齢者や障害者、外国人等の情報弱者に対するわかりやすい情報提供や障害特性に配慮した情報提供手段の充実等、
情報リテラシーの向上と情報保障を推進します。
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②情報共有のあり方の検討を踏まえ、支援団体等との連携を推進します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1

地域の
支援団体等

との情報共有
の仕組みの

検討

支援団体との
情報共有

情報共有の仕組みやあり方
の検討を踏まえ、支援団体
等の情報及能仕組みについ
ても検討します

検討状況
★福祉課
関係各課

取組方針8-3　福祉分野におけるICT等の活用

①福祉行政におけるICT等の活用について、庁内において研究・検討を進めます。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1

人工知能
（AI）や

ロボット等の
活用に関する

研究

人工知能
（AI）や

ロボット等の
活用に関する

研究

少子高齢化が進み、担い手
不足や福祉ニーズの高まり
を見据え、人工知能（AI）
やロボット等の先端技術の
活用に関する検討を行いま
す。

検討状況 関係各課

2

申請手続き等
のオンライン

化による
利便性向上

電子自治体構
築事業

電子計算事務

オンラインでできる行政手
続きのメニューを増やし、
区民サービスの向上を図り
ます。

福祉分野
における
電子申請
導入手続

き数
（件）

★情報シ
ステム課
関係各課
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基本方針Ⅲ　地域福祉の基盤をつくる

施策9　福祉の質を向上させる

取組方針9-1　福祉人材の確保・育成

①福祉の相談業務に従事する区職員の対応能力の向上を図ります。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

職員研修事業

多様化する行政ニーズに対
応するため、業務遂行上必
要な知識、技能を習得さ
せ、時代に即応した職員の
育成を目指します。

福祉研修
参加人数
（人）

職員課

福祉職の採用

福祉の質を向上し、多様化
する行政ニーズに対応する
ため福祉職を採用・配置し
ます。

福祉職
採用者数
（人）

職員課

②福祉事業者に対する福祉人材確保・育成の支援を推進します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1
福祉のしごと
相談・面接会

介護従事者
確保支援事業

介護人材の確保・育成のた
め、「福祉のしごと相談・
面接会」「介護事業所等職
員向け研修」「介護職員初
任者研修受講費助成」「介
護福祉士実務者研修受講費
助成」「外国人介護従事者
向け介護の日本語教室」等
の事業を実施します。

相談・
面接会

開催回数
（回）

長寿
応援課

2

保育園就職
フェア等によ
る民間事業者
への各種支援

保育従事者
確保支援事業
（保育園就職

フェア）

保育の仕事に関心のある方
や、保育園に就職しようと
考えている方を対象に、保
育に関するセミナーのほか
区内の保育事業者との就職
相談会を実施します。

開催回数
（回）

保育課

1
区職員の育成

・
専門職の配置
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③不足する福祉サービス事業所の確保に努めます。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1
福祉サービス
事業所の確保

策の検討

福祉サービス
事業所の確保

必要な施設が不足している
地域があるため、福祉サー
ビス事業所の確保策を検討
します。

検討状況 関係各課

④区と社会福祉協議会において、分野横断的にボランティアを確保、育成、コーディネートする仕組みをつくります。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1

庁内における
ボランティア
確保・育成の

仕組み

ボランティア
確保・育成

庁内におけるボランティア
の確保、育成等の仕組みを
検討します。

検討状況 関係各課

2
ボランティア
・センターの

機能向上

ボランティア
センター

運営費助成
事業

地域住民が主体的にボラン
ティア活動に参加し、ボラ
ンティアの持つ力を組織や
地域の中で十分発揮できる
よう支援し、活動をしたい
方と必要としている側との
マッチング機能を強化しま
す。

マッチン
グ率

（％）

社会福祉
協議会

⑤民生・児童委員の充足率の向上を図ります。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1
新たな推薦者
・推薦方法の

検討

民生委員
推薦会

運営事業

地域の身近な相談相手であ
る民生・児童委員の新たな
推薦方法等を検討し、充足
率の向上を図ります。

現員数
（人）

福祉課
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取組方針9-2　サービスの質の向上

①福祉事業者のサービスの質の向上に対する支援を推進します。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

受審
施設数
（件）

福祉課

受審
施設数
（件）

障害者
施策課

受審
施設数
（件）

こども家
庭支援課

受審
施設数
（件）

保育課

1
福祉サービス
第三者評価

の推進

福祉サービス
第三者評価

事業

事業者が運営する施設に対
し、東京都における福祉
サービス第三者評価の受審
費用を補助することで、
サービスの質の向上に対す
る支援を推進します。
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②福祉事業者に対する指導検査の充実を図ります。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

実施件数
（件）

福祉課

実施件数
（件）

障害者
施策課

実施件数
（件）

こども家
庭支援課

実施件数
（件）

保育
計画課

取組方針9-3　積極的な支援の実施

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1

伴走型支援や
アウトリーチ
型（訪問型）
支援等の検討

伴走型支援や
アウトリーチ
型（訪問型）

支援

困難を抱える人等が必要な
時に適切に相談を受けら
れ、早期発見、対応ができ
るように支援の体制を検討
します。

検討状況
★福祉課
関係各課

1
指導検査体制

の充実

介護費用
適正化事業

他

法令等に基づいて事業運営
やサービスの提供が適切に
行われているか等を確認す
るため、指導検査を実施し
必要に応じて改善指導及び
助言を行います。

①不安や悩み、困難を抱えている人とその周囲の人たちが、必要な時に適切に相談を受けられ、早期発見、早期対応が
できるように、相談支援体制の強化を図ります。
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№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1

スクール
ソーシャル
ワーカーの

活用

スクール
ソーシャル
ワーカー
活用事業

いじめや不登校等の問題に
対して、児童・生徒に寄り
添い、家庭の生活状況を把
握し、福祉的な観点からの
支援を行うために、スクー
ルソーシャルワーカーを派
遣し、学校・関係機関・地
域社会と連携しながら問題
解決を支援します。

年間
対応件数
（件）

教育
支援課

②問題を抱える幼児・児童・生徒へのきめ細かな対応を行うため、スクールソーシャルワーカーを学校等に派遣し、積
極的な支援を推進します。
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基本方針Ⅲ　地域福祉の基盤をつくる

施策10　啓発活動を推進する

取組方針10-1　共生社会への意識向上

①地域住民や区職員等に対する人権・多様性・合理的配慮への理解促進、共生社会への意識向上を図ります。

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

人権に関する
普及啓発

人権尊重の理念を広く社会
に定着させるため、人権週
間における講演会等を開催
し、地域住民の意識向上を
図ります。

参加人数
（人）

人権
推進課

LGBT等に
関する

普及啓発

LGBT等に関する情報提供や
学習機会を通じ、セクシュ
アリティについての理解を
促進し、差別や偏見を解消
します。

参加人数
（人）

男女共同
参画推進
センター

2
職員への

研修・啓発
職員研修事業

すべての職員に求められる
能力・態度である倫理とし
て、常に人権尊重の感覚を
磨き、それを職務に活かし
ていくため、全職員を対象
に人権研修を実施します。

参加人数
（人）

職員課

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1
学校等に

おける教育
人権教育

人権教育や道徳教育等の推
進を通じて、自分の大切さ
とともに他の人の大切さを
認める優しい心、多様性を
認め合える心の育成につな
げていきます。

実施状況 指導室

2 人権啓発
10-1①№1再掲

人権に関する
普及啓発

人権尊重の理念を広く社会
に定着させるため、人権週
間における講演会等を開催
し、地域住民の意識向上を
図ります。

参加人数
（人）

人権
推進課

1
人権・LGBT等

に関する
普及啓発

②学校等における、人権教育や福祉教育の充実を図るとともに、生涯学習等を通じた共生社会に関する理解を促進しま
す。
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3 生涯学習 人権学習事業

すべての人の人権が尊重さ
れる社会を実現するため、
人権に関する学習講座を開
催します。

開催回数
（回）

人権
推進課

4
区立中学校

への出前講座
出前講座

LGBT等に関する情報提供や
学習機会を通じ、セクシュ
アリティについての理解を
促進し、差別や偏見を解消
します。

実施回数
（回）

男女共同
参画推進
センター

5
ボランティア
福祉体験学習

児童・生徒の
ボランティア
福祉体験学習

区内小・中・高校におい
て、福祉・災害関係等のボ
ランティア活動をしている
方々の体験談や高齢者・障
害者擬似体験等の学習機会
を設け、他者の気持ちを理
解し、相手を思いやる心、
互助の気持ちとボランティ
ア意識を育みます。

参加人数
（人）

社会福祉
協議会

№ 取組例 事業名等 事業内容 実績・数値管理 R4実績 取組状況 担当課

1 各種啓発事業
姉妹都市・区
内在住外国人

交流事業

地域社会での国際理解・国
際交流の推進のため、国
籍・文化・言葉を超えた共
生、ふれあいの場として、
国際交流のつどいを実施し
ます

参加人数
（人）

地域
振興課

2
多文化共生・
国際交流の

検討

多文化共生・
国際化推進

事業

地域住民と区内在住外国人
との交流の機会を創出し、
多様な国籍や文化を持つ
人々がお互いの違いを理解
し、協力し合い、地域社会
の一員として暮らしていけ
る多文化共生による地域づ
くりを推進します。

検討状況
地域

振興課

③多文化共生・国際化推進のあり方について、現状把握と分析等を踏まえ検討し、外国人住民とその地域に暮らす日本
人が互いの違いを認めあい、相互に協力しあうことで地域の一員として生活していくことができるまちづくりを推進し
ます。
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